運動器の機能向上の進め方と申請について

＜地域支援事業、特定高齢者・一般高齢者受託に関する書類＞
はじめに

　（社）日本鍼灸師会ホームページに掲載されている介護予防に関する書類は平成18年に地域支援事業が国の施策として開始された際に日本鍼灸師会独自に作成したフォーマットです。当会ではいち早く厚生労働省の指針を精査し、鍼灸師、市町村福祉課、実際にご利用される方々それぞれの立場に立ち、フォーマットを作成しホームページ上に公開してまいりました。
　当初からこの事業は各市区町村の独自裁量ということで施策を実施するための正式なフォーマットが存在せず、一時は大変混乱していましたが、日鍼会が作成したフォーマットを会員のみならず、多くの市区町村福祉課担当者様にご参考いただき、その混乱を是正する一助になったものと自負しております。現在では全国的にこの様式が標準型となっています。

申請について

　現在、地域支援事業、一般高齢者・特定高齢者施策は全国的に多くの場合が各自治体単位の公募制となっています。この事業は公共事業であり、各自治体で予算を組み、年間計画の下実施される形態をとっています。自治体の広報やホームページにて一般公開される情報をチェック、もしくは福祉課担当部署に出向き、今後の公募予定等の情報を得ることが申請を希望する事業所としての我々の第一段階となります。その際提示される必要書類を期限までに提出し、書類審査、プレゼンテーション、事業所選考、業務委託という順序を経て契約となります。ただし、前提として、申請者が介護予防に関しての相当の知識と技術を伴うことが必要条件となることを付け加えておきます。以下「申請から受託までの流れ」をご参照ください。
申請から受託までの手順
手順1）

介護予防の知識と技術の習得

（社）日本鍼灸師会介護予防運動指導員養成講座を受講し、資格を取得することが必要条件です。（注）介護予防とは何たるかを知らずしてこの事業への参加は不可能です。我々鍼灸師の代表として事業申請を行うということを忘れず、正確な知識を持って申請を行ってください。
手順2）
情報収集

申請したい自治体の広報、ホームページのチェックや直接福祉課担当者へ公募計画等の問い合わせを行う。（少なくとも契約は3ヶ月、長い場合は1年契約となるため、次の募集までしばらく時間があくことがありますが、次年度のおおよその予定をお聞かせいただいてそれに向けた準備を行ってください。）
手順3）
必要書類の提出

必要書類は公募の際、書面にて一覧が提示されます。各自治体の独自裁量という性質上、必要書類は多少変わりますが、およそ当会の申請に関する書類が標準です。これらをダウンロードしご使用ください。また、特殊な書類の提出等につきましてのご相談は、社団法人　日本鍼灸師会　保険局　介護保険部03－3985－6622までご連絡ください。
＜掲載中（ダウンロード可能）必要書類の概要＞

1-1～1-5   申請時に提出の要求がなくても最初のページに必ず貼付下さい

2-1～2-2   人員体制関連

3-1～3-20  プログラム実施時、実際に使用する帳票一式

4-1～4-2   個人情報関連

5-1～5-7   安全管理関連

手順4）
書類審査・プレゼンテーション
提出された必要書類は審査され、適当な場合、プレゼンテーション実施日時の連絡があり、福祉課担当者を前に事業所ごとにプレゼンテーションが行われます。ここでいかにアピールできるかもポイントとなります。

手順5）
事業者選考

申請書類、プレゼンをもとに、各自治体独自の判断で委託する事業者を選考します。結果は後日、契約等の日程調整を含め郵送等にて連絡が入ります。

手順6）
受託契約
手順7）
事業実施帳票の提出

実際に運動器の機能向上を行う際に使用する帳票一式の提出を指示された際に提出してください。帳票は③の必要書類の提出時に求められることもあります。これらは同様に日本鍼灸師会ホームページよりダウンロード可能です。（3-1～3-20の書類参照）
手順8）
運動器の機能向上プログラム実施

実際の事業において様々な問題点が露呈してきますが、初めて事業を行う場合は当然のことです。また、自治体によっても事業に対するスタンスが異なり、要求も様々です。困難に直面し、自己解決が難しいと思われた場合は当会介護保険部までご相談ください。

· その他、受託希望金額を提示する書類添付が必要です。
· また、自治体により従業者の健康管理体制、学習時間に使用する資料の貼付、さらに個人情報に対する各種チェックリストへの記入等の書類が必要な場合もありますが、公示された際の必要提出書類一覧を良くご確認下さい。

鍼灸師だからできること

　平成21年4月、厚生労働省「介護予防の推進に向けた運動器疾患対策検討会」での提言に応える形で、骨折予防及び膝痛・腰痛に着目したマニュアルへと改訂されました。その中で、かつて任意項目であった「痛みの評価」においても必須項目となり、地域支援事業において誰が痛みを評価するのかが大変重要なポイントとなっています。
また、「医療機関の役割」が追加され、「要支援・要介護状態となる主な原因の一つとして関節疾患などの運動器疾患によるものがある。これら運動器疾患は痛みを伴うことが多く（中略）早期診断とともに年齢を考慮した根拠のある治療が適切に行われることが必要」「適切な運動器疾患の予防を目的とした運動器の機能向上プログラムの実施には医療との連携は必須」としています。これは医療と介護の連携の重要性、地域支援事業においても単なる運動のみならず、いかに医療的観点から事業を遂行することが大切であるか、特に痛みに対応できる指導者が必要かということを示唆しています。

痛みを熟知し、それに対して適切な対応ができる職種は限られています。今、鍼灸師の先生方が奮起し介護予防において能力を発揮しない限り、高齢者福祉の未来はありません。日常の臨床でお忙しいとは存じますが、先生方のご理解、お力添えを頂けますようお願い申し上げます。
社団法人　日本鍼灸師会　介護予防運動指導員養成講座講師

財団法人　東京と老人総合研究所　介護予防主任運動指導員　山崎貴充

